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性質上介護保険特別会計の運営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費を一般会計より繰出しすることにより、
地域住民の介護福祉を増進させる。

今後も、介護保険事務の更なる効率化を図るとともに、介護予防事業を推進し、いつまでも元気で生き生きとお過ごしい
ただくことで、結果として、介護給付費の抑制と繰出金の縮減に向けて取り組んでいく。
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特別会計について、独立採算の原則を念頭に経営の一層の効率化を図り、適正な繰出しに努める。
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性質上介護保険特別会計の運営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費を一般会計より繰出しする。
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今後も、介護保険事務の更なる効率化を図るとともに、介護予防事業を推進し、いつまでも元気で生き生きとお過ごしい
ただくことで、結果として、介護給付費の抑制と繰出金の縮減に向けて取り組んでいく。
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特別会計について、独立採算の原則を念頭に経営の一層の効率化を図り、適正な繰出しに努める。
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事業：介護保険特別会計繰出金                                

１．介護保険特別会計への繰出し 

介護保険は、高齢化の進展に伴い、要介護高齢者の増加、介護期間の長期化など介護ニーズが増大する一方で、

核家族化の進行や介護する家族の高齢化など要介護高齢者を支えてきた家族をめぐる状況の変化に対応するため、 

高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組みとして創設された。 

この介護保険制度は、各市町村が保険者となる仕組みであるが、その主な財源として、被保険者からの保険料、

国庫支出金、府支出金、一般会計からの繰入金などが挙げられる。当該事業からは、介護保険特別会計※繰出金と

して、介護保険事務に従事する職員給与等及びその事務の執行に要する経費、介護給付費に係るもの、介護予防事

業や包括的支援事業及び任意事業に係るものなどについてその所要額の繰出しを行った。 

 

  ※ 介護保険特別会計 

 ･･･介護保険事業の収支を経理するために設けられた特別会計。介護保険料、国及び府の支出金、市の一般会計 

からの繰入金を主な歳入とし、介護給付費（介護サービス費の保険負担分）を主な歳出とする。 

 

細事業：介護保険特別会計繰出金                             

１．介護保険特別会計繰出金の算出方法 

平成２４年度においては、下記のとおり繰出しを行った。 

＜職員給与費等分＞        （単位：千円）  ＜介護認定審査会等事業分＞    （単位：千円） 

区  分 金  額  区  分 金  額 

督促手数料等（Ａ） ２６６  介護認定審査会事業（Ｃ） ２９，７７３ 

賦課徴収人件費等（Ｂ） １６６，１２６  認定調査等事業（Ｄ） ５４，２９９ 

① （Ｂ）―（Ａ） １６５，８６０  ② （Ｃ）＋（Ｄ） ８４，０７２ 

 

＜介護給付費分＞         （単位：千円）  ＜地域支援事業（介護予防）分＞    （単位：千円） 

区  分 金  額  区  分 金  額 

第３者行為損害賠償金等（Ｅ） １１６  高齢者介護予防把握事業（Ｇ） ３，５２２ 

介護給付費（Ｆ） ７，７９２，６９１  高齢者介護予防普及推進（Ｈ） １５，３９７ 

③ （（Ｆ）―（Ｅ））×12.5％ ９７４，０７２  ２次予防事業施策推進等（Ｉ） １１，２０１ 

   ④ （（Ｇ）+（Ｈ）+（Ｉ））×12.5％ ３，７６５ 

 

＜地域支援事業（包括的支援・任意事業）分＞ （単位：千円）   

区  分 金  額 

地域包括支援センター運営事業（Ｊ） ８１，７６５ 

家族介護支援事業（Ｋ） １，０７６ 

地域高齢者支援事業（Ｌ） １０，６２６ 

⑤ （（Ｊ）+（Ｋ）+（Ｌ））×19.75％ １８，４６０ 

  

  平成２３年度分繰入金精算額 ⑥ ：▲２，９４２千円   

 

① + ② + ③ + ④ + ⑤ ＋ ⑥  

      ＝ １，２４３，２８７千円    介護保険特別会計繰出金 

 


